
 

 

令和８年度第２回鳴門市地域公共交通活性化協議会 

 

 

日時：令和８年６月３０日 (火 ) １０時～  

場所 : 鳴門市役所３階  会議室３０５  

 

 

次   第  

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 

（１）令和７年度決算報告  

（２）鳴門市地域公共交通計画の自己評価について  

 

３．報告事項 

（１）鳴門市公共交通維持改善に向けた調査業務委託に係る  

公募型プロポーザルの実施結果について 

 

４．その他 

 

５．閉 会 

 

会議資料一覧  

・鳴門市地域公共交通活性化協議会  委員名簿  

・鳴門市地域公共交通活性化協議会  設置要綱  

・配席図  

【資料１】令和７年度鳴門市地域公共交通活性化協議会決算報告  

【資料２】鳴門市地域公共交通計画の目標達成に向けた取組について  

【資料３】地域公共交通計画の評価等結果の様式  

【資料４】鳴門市公共交通維持改善に向けた調査業務委託に係る公募型  

プロポーザルの実施結果について  

【参考①】鳴門市地域公共交通計画（概要版）  



 

令和７年度鳴門市地域公共交通活性化協議会決算報告 

１ 歳入                                           （単位：円） 

科  目 予 算 額 補正予算等 予 算 現 額 

(A) 

収 入 済 額

(B) 

差 額 

(B-A) 

備  考 

款 項 目 

1.負担金   0     0 0 0 0  

1.負担金  0 0 0 0 0  

1.負担金 0 0 0 0 0  

2.補助金   0 0 0 0 0  

1.補助金  0 0 0 0 0  

1.補助金 0 0 0 0 0  

3.繰越金   527,000 0 527,000 527,279 279  

1.繰越金  527,000 0 527,000 527,279 279  

1.繰越金 527,000 0 527,000 527,279 279  

4.諸収入    1,000 0  1,000 865 -135  

1.諸収入  1,000 0 1,000 865 -135  

1.雑入 1,000 0 1,000 865 -135 預金利子 

歳入合計 528,000 0 528,000 528,144 144  

 

２ 歳出                                         （単位：円） 

科  目 予 算 額 補正予算等 予 算 現 額 

(A) 

決 算 額 

(B) 

差 額 

(A-B) 

備  考 

款 項 目 

1.運営費   110,000 0 110,000 26,240 83,760  

1.会議費  90,000 0 90,000 25,000 65,000  

1.報償費 90,000 0 90,000 25,000 65,000 委員出席謝礼等 

2.事務費  20,000 0 20,000 1,240 18,760  

1.食料費  10,000 0  10,000 1,020 8,980  

2.役務費 10,000 0 10,000 220 9,780 郵送料等 

2.事業費   0 0 0 0 0  

1.事業費  0 0 0 0 0  

1.事業費 0 0 0 0 0  

3.予備費   418,000 0 418,000 0 418,000  

1.予備費   418,000 0  418,000 0 418,000  

1.予備費  418,000 0  418,000 0 418,000  

歳出合計 528,000 0 528,000 26,240 501,760  

 

歳入決算額  ¥528,144 

歳出決算額    ¥26,240 

差引残高   ¥501,904 については、令和 8年度に繰り越します。 

資料１ 



鳴門市地域公共交通計画の目標達成に向けた取組について

計画目標 事業 施策 令和７年度中の取組 令和８年度の取組方針

①路線の効率的な運行に向けた

再編・新たな路線の開設

鳴門公園線の一部時間帯の上り便の終点を「鳴門郵便局前」から「鳴門駅前」に

変更
効率的な路線再編や新規路線の開設に向けた可能性の調査

②駅や高速バス停を中心とした

乗り継ぎネットワークの構築
高速鳴門バス停周辺における路線バスの乗入れの可能性について検討 高速鳴門バス停周辺におけるターミナル化の可能性について検討

③ダイヤ改正および乗り継ぎなど

運行調整による利便性向上
交通事業者と連携し、効率的な乗継ぎを実現できるダイヤ改正等を検討

交通事業者と連携し、効率的な乗継ぎを実現できるダイヤ改正等を引き続き

検討

④新たな移動手段の確保

・瀬戸町島田地区移動支援事業の本格運行への移行

・社会福祉法人と連携した大麻町移動支援実証事業の実施

・自動運転技術を活用したロボットタクシー実証運行の実施

・大麻町移動支援事業の本格運行への移行

・公共交通空白地域等における移動課題を解消のため、地域の実情に応じ

た最適な交通手段の導入に向けた調査業務を実施

⑤既存の交通資源の活用
・瀬戸町島田地区移動支援事業の本格運行への移行

・社会福祉法人と連携した大麻町移動支援実証事業の実施

・大麻町移動支援事業の本格運行への移行

・「鳴門市企業等送迎車両活用事業支援補助金」制度の周知・活用促進

⑥分かりやすい路線情報の提供
・主要バス停に掲出しているバス路線図の張替え

・バスロケーションシステム「いまドコなん」の利用推進
・バスロケーションシステム「いまドコなん」の利用推進

⑦IoT、AIを活用した

配車システムの導入
先進事例の調査・研究を実施 先進事例の調査・研究を継続的に実施

⑧シームレスに公共交通を利用

するための決済システムの構築

・ICOCAによる運賃決済の導入（路線バス）

・PayPayによる運賃決済の導入（地域バス）
利用者に対してキャッシュレス決済導入の周知と普及活動に努める

⑨快適な待合環境の整備
・バス停の時刻表表示の更新

・バス停周辺およびベンチの安全対策の推進

・バス停の時刻表表示の更新と表示内容の適正化

・バス停周辺およびベンチの安全対策の推進

⑩デマンド交通等の立寄箇所の

整備

地域住民や事業者等との協議により、大麻町移動支援実証事業の乗降スポット設

定
設定された乗降スポットの維持管理を継続的に実施

⑪駐車場、駐輪場の維持・整備 駐車場、駐輪場の整備の必要性について検討 整備箇所や必要性について、引き続き検討

⑫運賃、割引制度の見直し 公共交通機関の利用促進につながる割引制度の検討 運賃・割引に対する利用者ニーズの把握

⑬商業者等と連携した公共交通

利用促進策の展開
利用促進に向けた商業者等との連携方策を検討 商業者等と連携した公共交通利用促進策の検討

⑭観光需要を見据えた公共交通

利用促進策の推進
一般路線バス１日オールフリー乗車券、鳴門満喫きっぷの販売（徳島バス） 観光振興と連動した公共交通利用促進策の検討

⑮市民懇談会の継続運営 地域公共交通会議の開催 市民との情報交換の場の継続的な創出に努める

⑯交通教育・イベントの充実
・市民向け交通安全講座の実施（出前講座、インターンシップ対応）

・バスの乗り方教室の実施（林崎小・第一小・大津西小）

子供や高齢者など幅広い世代を対象とした交通安全講座や

子供向けにバスの乗り方教室を実施

３新たな需要の

創出に向けた

公共交通利用の促進

（５）新たな需要の

創出

（６）地域で支える

意識の醸成

１最大効率による

持続可能な公共

交通体系の構築

（１）モーダルミッ

クスの推進

（２）新たな運行

形態の導入

２利用者ニーズに

適応した公共交通

サービスの提供

（３）つなぐ仕組み

の構築

（４）交通結節点の

環境整備
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目標を達成するための取組 調査方法 達成状況・分析 評価・次年度に向けた課題や取組 備考

市内主要駅利用者数：
470,388人/年（令和元年度）

↓
446,900人/年（令和8年度）

徳島県統計書
データ

令和5年度実績：407,120人/年
令和6年度実績：407,167人/年

（前年比100％）
・各種取組を推進した結果、利用者数は前年度と同程度と

なった

徳島県統計書の令和
7年度版が公表され
ていないため、令和

6年度の数値

徳島バス市内流入路線利用者数：
518,875人/年（令和元年度）

↓
492,900人/年（令和8年度）

バス事業者からの
データ提供

令和6年度実績：510,486人/年
令和7年度実績：585,104人/年

（前年比115％）
・各種取組の推進により、利用者数は前年度を上回った

地域バス利用者数：
30,078人/年（令和元年度）

↓
28,600人/年（令和8年度）

運行事業者からの
実績報告

令和6年度実績：24,691人/年
令和7年度実績：27,632人/年

（前年比112％）
・各種取組の推進により、利用者数は前年度を上回った

徳島バス市内流入路線運賃収入：
205,827千円/年（令和元年度）

↓
195,500千円/年（令和8年度）

バス事業者からの
データ提供

令和6年度実績：146,587千円/年
令和7年度実績：212,334千円/年

（前年比144.9％）
・前年度より利用者数の増加により運賃収入も増加した

地域バス運賃収入：
1,021千円/年（令和元年度）

↓
970千円/年（令和8年度）

運行事業者からの
実績報告

令和6年度実績：737千円/年
令和7年度実績：890千円/年

（前年比121％）
・前年度より利用者数の増加により、運賃収入は増加した

徳島バス市内流入路線：
50.75％（令和元年度）

バス事業者からの
データ提供

令和6年度実績：34.2%
令和7年度実績：34.9%

（前年比102％）
・利用者数の増加により運賃収入が増え、収支が改善した

地域バス市内流入路線：
4.49％（令和元年度）

運行事業者からの
実績報告

令和6年度実績：3.29%
令和7年度実績：3.87%

（前年比118％）
・利用者数の増加により運賃収入が増え、収支が改善した

公
的
資
金
投
入
額

交通対策費に対する公的資
金投入額を令和元年度数値
に対して、中間年（令和8
年）で5％以内増に抑える

公的資金投入額：
146,760千円（令和元年度）

↓
154,000千円（令和8年度）

・ワーキング部会における幹線系統バ
スへの赤字補填のあり方について協議

・徳島バスとの路線バス再編協議

市決算書

令和6年度実績：156,697千円
令和7年度実績：156,462千円

（前年比100％）
・原油物価高騰の影響は受けているものの、徳島バス協定
路線の運賃収入の増加により収支が改善し、補助金額が減
少したこと等により、公的資金投入額は前年度と同程度と

なった

・燃料費や物価上昇に加え、地域バス車両の修繕
費等により、公的資金投入額は年々増加傾向に
あったが、徳島バス協定路線の運賃収入の増加等
により前年度と同程度となった。

・引き続きワーキング部会等により、幹線系統バ
スに対する赤字補填のあり方について協議すると
ともに、新たな運行形態の導入も見据えた効率的
な路線再編等による公的資金投入額の削減を目指
す。

カ
バ
ー

人
口
比
率

公共交通がカバーしている
圏域の人口比率を令和元年
度数値に対して、中間年
（令和8年度）で85％に引
き上げる

市内公共交通カバー人口比率：
79.4％（令和元年度）

↓
85％（令和8年度）

・企業等送迎車両を活用した高齢者等
輸送事業（大津町矢倉地区、瀬戸町島
田地区、大麻町）

― ―

・大津町矢倉地区、瀬戸町島田地区、大麻町の高
齢者等輸送事業のさらなる周知を実施するととも
に、新たな運行形態の導入に向けた調査や継続し
て「鳴門市企業等送迎車両活用事業支援補助金」
の周知に努める

カバー人口比率の算
出に当たっては、事
業者への委託が必要
となるため、中間年
（令和8年度）を目

途に算出予定

＜地域公共交通計画の評価等結果の様式＞

鳴門市地域公共交通計画の評価等結果（令和７年４月～令和８年３月）

目標

年
間
利
用
者
数

令和元年度数値に対して、
中間年（令和8年）で5％以

内減に抑える

・HPにおいて、時刻表等の情報発信

・一般路線バス１日オールフリー乗車
券、鳴門満喫きっぷの販売

・地域バスにおいて二次元コード決済
（PayPay）、路線バスにおいてICOCA
を導入

・企業等送迎車両を活用した高齢者等
輸送事業（大津町矢倉地区、瀬戸町島
田地区、大麻町）

・公共交通の全体利用者数は観光需要等の増加に
より回復基調にあり、路線バス、地域バスの利用
者数は前年度を上回った

・引き続き効率的な路線再編や新たな運行形態の
導入による利便性の向上に努めるとともに、交通
事業者とも連携した交通利用促進策の取組を進め
る

収
支
率

収支率が「現状値以上」

・HPにおける時刻表等の情報発信

・地域バスにおいて二次元コード決済
（PayPay）、路線バスにおいてICOCA
を導入

・企業等送迎車両を活用した高齢者等
輸送事業（大津町矢倉地区、瀬戸町島
田地区、大麻町）

・路線再編や運賃改定等に伴い、徳島バスの収支
率は改善している

・地域バスにおいては利用者は増加しているが、
高齢者等無料バス優待券の利用が多く運賃収入額
は依然として厳しい状況が続いているため、若年
層等の利用促進に向けた取り組みが必要

・引き続き効率的な運行に向けた路線再編や新た
な運行形態の導入による利便性の向上に努めると
ともに、利用促進等による収支率改善に向けた取
り組みを進める

年
間
運
賃
収
入

令和元年度数値に対して、
中間年（令和8年）で5％以

内減に抑える

・地域バスにおいて二次元コード決済
（PayPay）、路線バスにおいてICOCA
を導入

・企業等送迎車両を活用した高齢者等
輸送事業（大津町矢倉地区、瀬戸町島
田地区、大麻町）

・利用者の増加に伴い、運賃収入も増加している
ものの高齢者等無料バス優待券の利用者が多く、
運賃収入額は依然として厳しい状況が続いている
ため若年層等の利用促進に向けた取り組みが必要

・引き続き効率的な運行に向けた路線再編や新た
な運行形態の導入による利便性の向上に努めると
ともに、交通事業者とも連携した交通利用促進策
の取組を進める

資料３



報告事項 

（１）鳴門市地域公共交通維持改善に向けた調査業務委託における 

委託業者選定に係るプロポーザルの結果について 

 

１ 業務名 

  鳴門市地域公共交通維持改善に向けた調査業務 

 

２ 委託業者決定までの経過及び予定 

  ５月 １日         公募型プロポーザルの公示 

５月１４日         締切までに１０社から参加表明書の提出あり。 

６月１０日         参加１０社によるプレゼンテーションの実施 

優先交渉業者の決定 

６月１２日         参加業者に対し、審査結果通知の発送 

６月下旬～７月初旬（予定） 優先交渉業者と契約締結（予定） 

 

３ 審査結果について 

   

業者名 評価点 

ネクスト・モビリティ株式会社 ３７９点 

Ａ社 ３７２点 

Ｂ社 ３７１点 

Ｃ社 ３５８点 

Ｄ社 ３５６点 

Ｅ社 ３３３点 

Ｆ社 ３２６点 

Ｇ社 ３０７点 

Ｈ社 ２６７点 

Ｉ社 ２５７点 

 

※委託先 

名  称：ネクスト・モビリティ株式会社 

住  所：福岡県福岡市中央区天神２丁目１２番１号天神ビル９階 

代表者名：代表取締役社長 日髙 悟 

資料４ 









 

 

 

 

 




